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男女共同参画社会データ集　2015 冊ISBN978-4-86563-007-7
定価14,800円＋税

地球温暖化 統計データ集　2015 冊ISBN978-4-86563-006-0
定価14,800円＋税

食生活データ 総合統計年報　2015 冊ISBN978-4-86563-003-9
定価14,800円＋税

冊ISBN978-4-86563-001-5
定価14,800円＋税

女性の暮らしと生活意識データ集　2014 冊ISBN978-4-904022-97-9
定価14,800円＋税

書籍購入申込書 申 込 月 日
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少子高齢社会 総合統計年報　2015

（こんなことがわかります）
● 民間企業での女性の管理職（係長相当）の増加
　 平成 10 年 8.1%　→　平成 25 年 15.4%
● 女性で管理職になりたい人の割合 ･････35.9%
● 「夫が育児休暇を取得したことがない」と回答した妻の割合 ･････95.5%
● 「夫に今後育児休暇を取得してほしい」と回答した妻の割合 ･････29.4%
● 「今後女性に働きやすい環境になっていく」と感じられる女性の割合 ･････16.2%
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 感じられない女性の割合 ･････46.4%
● 35 歳未満の男性の非正規雇用者の割合の増加
　 平成 4 年 10.5%　→　平成 24 年 25.3% （△ 14.8%）
● 35 歳未満の女性の非正規雇用者の割合の増加
　 平成４年 24.9%　→　平成 24 年 47.0% （△ 22.1%）
● 男女間の所定内給与の賃金格差（男性＝ 100）の推移
　 平成元年 60.2　→　平成 15 年 66.8　→　平成 26 年 72.2
● 正社（職）員（＝ 100）と非正（職）員との賃金格差 ･････63

●ISBN978-4-86563-007-7
●三冬社 編集制作部 編
●2015年6月上旬発行
●A4判344頁
●本体価格14,800円＋税
●http://www.santho.net/

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

男女共同参画
社会データ集
2015 男女の地位の平等感、男女の就業、賃金格差、

育児、家庭での役割など、「男女共同参画社会」
に関するあらゆる分野の最新情報を網羅。各種
の調査研究に最適です。

今回のデータ集は、「企業における女性の管理職への登用」や「学校における男女平等意識への
教育」をテーマにしています。指導的地位の女性の割合を増やすことが今の重要課題である日
本。労働と賃金に関するデータ、女性の仕事意識、女性の昇進意欲への意識、企業の取組状況、
男性の育児休業取得の環境、学生の男女意識、男女のワーク・ライフ・バランスに関するデー
タなど、最新データを掲載しています。

使えるデータがきっとあります。
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4 OECD各国の女性の就業と活躍機会の状況
日興リサーチセンター（株）（レポート作成時の旧社名：日興ファイナンシャル・インテリジェンス）
2014年12月30日　「OECD　各国における女性の就業・活躍機会の状況をまとめたレポート（Achieving stronger growth by 
promoting a more gender-balanced economy）」

4-4-1 OECD加盟国等における女性の就業状況図表

4-4-2 OECD加盟国等における女性の活躍機会図表

項目 ①15-64歳
労働力率（％）

②15-64歳
就職率（％）

③15歳以上
パート率 (％）

④15歳以上
賃金 (％）

⑤15歳以上
上級管理職率

(％）

⑥15-24歳
ニ―ト率（％）

⑦ PIAAC 数的
思考力得点率

（％）
性別 女 男 - 女 女 男 - 女 男 - 女 男 - 女 女 男 - 女 男 - 女
年 2012 2012 2012 2012 2011 2011 2011 2011 2012

カナダ 74.3 7.3 69.2 -14.7 19.2 4.2 10.3 2.0 16.1
ドイツ 71.7 10.7 68.0 -29.1 16.5 3.2 9.1 -1.2 16.6
イギリス 71.0 12.3 65.7 -27.2 18.2 5.0 15.2 -1.3 13.4
オーストラリア 70.4 12.1 66.6 -25.3 16.0 3.8 10.9 -2.0 15.0
中国 70.3 14.0 68.0 n.a. n.a. 1.9 n.a. n.a. 7.5
スペイン 68.8 12.4 51.3 -16.8 10.6 3.0 20.4 1.5 14.3
ロシア 68.2 9.9 64.7 -2.5 39.3 3.3 n.a. n.a. n.a.
アメリカ 67.6 11.2 62.2 -9.5 17.8 2.4 13.9 -1.9 15.6
フランス 66.7 8.7 60.0 -16.4 14.1 2.4 14.2 -1.1 12.6
EU 65.5 12.4 58.5 -20.9 12.2 3.3 13.3 -0.8 11.7
日本 63.4 20.9 60.7 -24.2 27.4 n.a. 10.9 -1.5 10.6
ブラジル 60.8 22.4 55.7 -14.9 n.a. 1.3 23.6 -9.6 n.a.
アルゼンチン 56.1 24.8 51.1 -24.8 n.a. n.a. 22.4 -8.8 n.a.
韓国 55.2 22.4 53.5 -8.2 37.5 3.1 14.6 2.6 9.1
イタリア 54.2 20.8 47.8 -24.7 10.6 2.6 20.9 -1.4 10.3
インドネシア 52.5 32.5 49.0 n.a. 16.6 1.1 n.a. n.a. n.a.
南アフリカ 48.3 13.4 34.9 -6.9 n.a. 4.2 32.7 -4.9 n.a.
メキシコ 47.8 35.2 45.3 -15.1 n.a. 0.6 34.0 -22.5 n.a.
トルコ 32.3 43.5 28.7 -17.5 20.1 7.6 43.2 -22.5 n.a.
インド 27.2 51.6 26.1 n.a. n.a. n.a. 57.0 -42.3 n.a.
サウジアラビア 21.0 57.8 16.7 -6.4 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
平均 57.8 21.7 52.6 -17.0 19.7 3.1 21.6 -6.8 12.7

注：労働力率は当該年齢層のうち就業している者の割合を、就業率は就業している者のうち被雇用者である者の割合を表す。
PIAAC は国際成人力調査とも呼ばれ、OECD 加盟国等が成人のもつ、社会生活で求められる能力を測定する目的で行っている。
数的思考力は調査の一領域である。

（出所）OECD「Achieving stronger growth by promoting a more gender-balanced economy」より NFI 作成

項目
①学習到達度

調査
読解力得点 (％）

②学習到達度
調査数学的

リテラシー得点
（％）

③25-64歳
大学卒業率

（％）

④大学工学部
卒業者に占める

比率 (％）
⑤法的差別 ⑥勤続支援

⑦雇用が不足した際
に男性の雇用は女性
よりも維持されるべ
きだと回答した比率

（％）
性別 男 - 女 男 - 女 男 - 女 女 男 - 女 女 -
年 2012 2012 2011 2011 2013 2013 2003-2012

中国 -4.3 0.9 1.1 13.5 4.8 3.1 40.0 
韓国 -4.4 3.2 8.8 23.8 0.5 5.1 36.5 
日本 -4.6 3.3 0.9 11.2 0.3 4.1 32.0 
イギリス -5.1 2.5 -0.7 22.6 2.0 4.3 12.2 
メキシコ -5.8 3.3 3.9 28.9 0.0 4.1 17.0 
スペイン -6.1 3.3 -2.5 32.1 0.0 6.2 12.0 
アメリカ -6.4 1.0 -4.3 21.8 2.0 4.0 6.0 
オーストラリア -7.0 2.4 -7.5 24.6 2.0 4.2 9.0 
カナダ -7.0 1.9 -10.0 23.1 0.0 5.2 14.3 
インドネシア -7.4 1.2 1.2 n.a. 10.0 2.1 55.4 
ブラジル -7.8 4.5 -2.7 30.2 2.3 5.1 22.3 
フランス -8.1 1.7 -3.4 30.4 2.3 4.4 12.3 
イタリア -8.3 3.7 -3.1 33.0 2.0 5.6 21.9 
ロシア -8.8 -0.3 -14.1 30.2 5.8 5.6 29.0 
ドイツ -9.1 2.6 5.3 22.1 2.0 4.3 17.8 
EU -9.2 1.8 -4.0 28.0 n.a. n.a. 29.0 
アルゼンチン -10.0 3.5 -3.3 33.5 5.5 5.1 27.7 
トルコ -10.1 1.8 3.5 29.8 4.3 2.1 58.0 
サウジアラビア n.a. n.a. 0.2 7.5 27.3 1.1 69.7 
南アフリカ n.a. n.a. 1.0 27.7 0.0 1.1 37.1 
インド n.a. n.a. n.a. n.a. 8.3 3.1 57.0 
平均値 -7.2 2.4 -1.5 24.9 4.1 4.0 29.3 

注：学習到達度調査は OECD 加盟国等における 15 歳時点の学力に対する調査であり、読解力・数的リテラシーはその一領域である。法的差別は具体的には、パスポートの発行や独立した世帯
を持てるか、不動産の所有などの 21 領域における男女の扱いの差をスコア化したものである。勤続支援は、男女の育児休業時の給付やクォータ制（指導的ポストに女性を一定割合割り当てる
こと）、報酬における差別禁止規定などの 12 領域における状況をスコア化したものである。

（出所）OECD「Achieving stronger growth by promoting a more gender-balanced economy」より NFI 作成
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5 中堅企業の女性の経営幹部に関する調査
国際会計事務所グループ　太陽グラントソントン「中堅企業の「女性経営幹部」に関する調査」
2014年8月～11月調査、グラントソントン加盟主要35カ国の中堅企業ビジネスリーダー、経営トップ 5,404名対象

4-5-1 各国の経営幹部女性比率図表

4-5-2 中堅企業の経営幹部の女性比率の推移（2004年～2015年）図表

国名 女性比率 変化 国名 女性比率 変化 国名 女性比率 変化
ロシア 40 ↑ イタリア 26 ↑ 米国 21 ↑

グルジア 38 → トルコ 26 ↑ ナイジェリア 21 →
ポーランド 37 ↑ スペイン 26 ↑ インドネシア 20 ↓
ラトビア 36 ↓ カナダ 25 → ニュージーランド 19 ↓

エストニア 35 ↓ フィンランド 25 ↓ オランダ 18 ↑
リトアニア 33 ↓ 中国 25 ↓ ボツワナ 16 ↓
フランス 33 ↑ アイルランド 24 ↑ アルゼンチン 16 ↓

アルメニア 29 ↑ シンガポール 23 ↓ ブラジル 15 ↓
スウェーデン 28 ↑ メキシコ 23 ↓ インド 15 ↑
南アフリカ 27 ↓ マレーシア 22 ↓ ドイツ 14 ↓

タイ 27 ↓ 英国 22 ↑ 日本 8 ↑
ギリシャ 27 ↑ オーストラリア 22 ↓

注：矢印は初回調査からの変化

（単位：％）
国名 2015 2014 2013 2012 2011 2009 2007 2004 長期平均

アルゼンチン 16 25 18 20 18 17 19
アルメニア 29 35 23 27 23 29 28
オーストラリア 22 22 22 24 27 23 22 22 23
ボツワナ 16 32 32 39 32 25 31 30
ブラジル 15 22 23 27 24 29 42 26
カナダ 25 23 27 25 28 28 19 22 25
中国 25 38 39 25 34 31 32 32
エストニア 35 37 40 37
フィンランド 25 29 24 27 25 23 26
フランス 33 24 26 24 21 18 21 21 23
グルジア 38 35 37 38 40 38
ドイツ 14 14 31 13 11 17 12 16 16
ギリシャ 27 29 30 21 30 23 21 22 25
インド 15 14 19 14 9 15 14 12 14
インドネシア 20 41 31
アイルランド 24 23 21 21 19 22 21 16 21
イタリア 26 30 24 36 22 21 14 18 24
日本 8 9 7 5 8 7 7 8 7
ラトビア 36 41 43 40
リトアニア 33 39 40 37
マレーシア 22 25 26 28 31 31 23 27
メキシコ 23 28 23 18 19 31 20 27 24
オランダ 18 10 11 18 16 15 13 9 14
ニュージーランド 19 31 28 28 32 27 24 31 28
ナイジェリア 21 21
ポーランド 37 34 48 30 31 32 23 36 34
ロシア 40 43 31 46 36 42 34 42 39
シンガポール 23 23 27 23 30 28 21 23 25
南アフリカ 27 26 28 28 27 28 29 26 28
スペイン 26 22 21 24 22 21 17 14 21
スウェーデン 28 26 27 23 27 22 22 18 24
タイ 27 38 36 39 45 38 39 37
トルコ 26 25 30 31 25 29 17 20 25
英国 22 20 19 20 23 21 19 18 20
米国 21 22 20 17 15 20 23 20 20
APAC 平均 20 25 29 19 24 25 24
BRICs 平均 24 32 28 26 27 30 28
EU 平均 26 23 25 24 20 20 17 17 22
G 7平均 21 21 21 18 16 19 19
35カ国平均 22 24 24 21 20 24 24 19 22
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20 女性の仕事継続への意識
（株）電通「電通総研「女性×働く」調査」
2014年12月調査、インターネット調査、首都圏・関西圏・中京圏在住の20～59歳の就業経験のある女性3,700名対象

3-20-1 就職時・これまで・現在の「働いている」人の割合と、今後の「働きたい」意向図表
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（％）
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41.2

無職⇒再開意向
28.1

就職⇒離職
80.2
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38.9
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100.0 就職⇒継続

19.8
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19.8

継続or再開
⇒継続意向
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今後現在これまで就職時
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n=3,700

25

30

35

40

45

50

55

60

（歳）
65

36.8

57.9

今後
勤務継続意向者

n=1,634

就職時
全体

n=3,700

対象者
平均年齢
40.6歳

3-20-2 働き続けたい年齢図表

3-20-5 仕事や男女の役割についての価
値観（複数回答）

図表

3-20-3
（今後勤務継続意向者へ）
年代別働き続けたい年齢図表

3-20-6 仕事と子育ての両立において、周囲
の人は力になってくれるか（各単一回答）

図表

3-20-4 三層別初就職時の働き続けたい
年齢図表

3-20-7 雇用形態の変化（各単一回答）図表

0 20 40 60 80 100
（％）

その他

その他

学生専業主婦

専業主婦・無職非正規雇用正規雇用

家事
手伝い・
無職

アルバイト・
パート

自営業
（個人経営・
フリーランス）

自営業
（会社経営）派遣社員契約社員一般職総合職役員・

管理職

今後
勤務継続意向者

n=1,634

現在
全体n=3,700

初就職時
全体n=3,700

1.2

0.1

34.9

1.2

6.4

0.1

20.1

22.0

25.3

2.1

4.5

10.1

0.1

0.3

1.5

2.5

3.6

2.6

3.4

3.9

3.5

60.8

18.9

40.1

8.8

3.5

8.3

2.2

1.9

6.0

3-20-8 勤務形態の変化（各単一回答）図表 3-20-9
（役員・管理職を除く有職者へ）
管理職志向（単一回答）図表

0 20 40 60 80 100
（％）

週1~2日週3~4日週5日
以上残業なし残業あり

フルタイム パートタイム

今後
勤務継続意向者

n=1,592

現在
有職者n=2,174

初就職時
全体n=3,700 1.7

5.3

2.3

6.8

20.4

20.6

7.3

13.1

9.0

13.7

20.1

41.5

70.5

41.2

26.6

0 20 40 60 80 100
（％）

57.4

24.8

49.4

65.0

7.4

27.1

9.4

4.4

35.2

48.1

41.1

30.7

21.7

6.7

2.4

5.4

2.7

2.0

管理職に
なりたく
ない

管理職に
ならなくて
よい

管理職を
目指して
いる

上級管理職
や役員を
目指して
いる

非正規雇用
n=1,275

正規雇用
（一般職）

n=700

正規雇用
（総合職）

n=129

全体
n=2,104

目指して
いる計
（％）

2.4

5.0

3-20-10 指導的地位の女性割合の数値目標設定の認知（単一回答）
図表 3-20-11 女性管理職に対する考え（複数回答：あてはまるものすべて）

図表

0 20 40 60 80 100
（％）

聞いたことが
ない

聞いたことが
ある

どういうものか
知っている

専業主婦・無職
n=1,526

非正規雇用
n=1,275

正規雇用
n=899

全体
n=3,700 55.5

48.6

60.9

54.9

36.5

39.4

32.9

37.8

8.0

12.0

6.1

7.3

44.5

51.4

39.0

45.1

認知計
（％）

0 10 20 30 40
（％）

11.7

9.6

18.1

30.3
女性の管理職を増やす

ためには、男性の
意識改革が必要だ

女性の管理職を増やす
ためには、女性自身の
意識改革が必要だ

女性の管理職が増えると
女性が働きやすい世の中に

なると思う

女性の管理職が増えると
女性が働きやすい職場に

なると思う
全体
n=3,700

〈何歳まで働き続けたいと思っているか〉

〈就職時に何歳まで働き続けたいと思っていたか〉

〈就職時に何歳まで働き続けたいと思っていたか、
今後は何歳まで働き続けたいと思っているか〉

全体 N=1,634 57.9歳

20代 N=373 46.9歳

30代 N=470 56.9歳

40代 N=479 62.7歳

50代 N=312 65.3歳

全体 n=3,700 36.8歳

継続層 n=733 43.6歳

中断・再開層 n=1,441 37.0歳

中止層 n=1,526 33.3歳

n=3,700 あなたの
価値観

母親の
価値観

（参考）
父親の価値観

安定した職場で長く働く方がよい 59.2 48.9 45.7

結婚した方がよい 38.2 45.0 37.5

出産・育児はした方がよい 33.9 38.3 29.6

結婚しても仕事は続けるべきだ 25.1 12.4 7.7

出産しても仕事は続けるべきだ 18.6 8.9 5.0

男性も家事をすべき 46.6 13.3 6.6

男性も子育てをすべき 45.1 13.1 7.6

夫 あなた
の親

友人・
ママ友

職場の
上司や
同僚

夫の親 兄弟姉
妹

有料の
サポート
サービス

全体 n=704 58.0 54.1 34.5 29.0 24.7 24.1 11.4

継続層 n=140 69.3 66.4 41.4 35.0 33.6 29.3 16.4

中断・
再開層 n=564 55.1 51.1 32.8 27.5 22.5 22.9 10.1

※子どもあり有職者ベース、「非常にあてはまる」「まあ力になってくれる」計

【本調査における言葉の定義】
・「働く」：何らかの形で収入がある状態を指し、パートやアルバイトも含む。
・「働き続ける」：初就職後、6カ月以上の中断がなく働いている状態を指す。
・「辞める（離職）」：6 カ月以上の間、収入と雇用主による社会保障がない状態と定義。産休・育休・介護休業・療養休暇など、会社の制度で認め
られた 6ヶ月以上の休暇は「辞める（離職）」ではないとした。

第３章 女性の仕事継続への意識
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20 女性の仕事継続への意識
（株）電通「電通総研「女性×働く」調査」
2014年12月調査、インターネット調査、首都圏・関西圏・中京圏在住の20～59歳の就業経験のある女性3,700名対象

3-20-1 就職時・これまで・現在の「働いている」人の割合と、今後の「働きたい」意向図表
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勤務継続意向者

n=1,634

就職時
全体

n=3,700

対象者
平均年齢
40.6歳

3-20-2 働き続けたい年齢図表

3-20-5 仕事や男女の役割についての価
値観（複数回答）

図表

3-20-3
（今後勤務継続意向者へ）
年代別働き続けたい年齢図表

3-20-6 仕事と子育ての両立において、周囲
の人は力になってくれるか（各単一回答）

図表

3-20-4 三層別初就職時の働き続けたい
年齢図表

3-20-7 雇用形態の変化（各単一回答）図表
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3-20-8 勤務形態の変化（各単一回答）図表 3-20-9
（役員・管理職を除く有職者へ）
管理職志向（単一回答）図表
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（％）
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3-20-10 指導的地位の女性割合の数値目標設定の認知（単一回答）
図表 3-20-11 女性管理職に対する考え（複数回答：あてはまるものすべて）

図表
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聞いたことが
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聞いたことが
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どういうものか
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専業主婦・無職
n=1,526
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全体
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60.9

54.9

36.5

39.4
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12.0

6.1
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39.0

45.1

認知計
（％）
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18.1

30.3
女性の管理職を増やす

ためには、男性の
意識改革が必要だ

女性の管理職を増やす
ためには、女性自身の
意識改革が必要だ

女性の管理職が増えると
女性が働きやすい世の中に

なると思う

女性の管理職が増えると
女性が働きやすい職場に

なると思う
全体
n=3,700

〈何歳まで働き続けたいと思っているか〉

〈就職時に何歳まで働き続けたいと思っていたか〉

〈就職時に何歳まで働き続けたいと思っていたか、
今後は何歳まで働き続けたいと思っているか〉

全体 N=1,634 57.9歳

20代 N=373 46.9歳

30代 N=470 56.9歳

40代 N=479 62.7歳

50代 N=312 65.3歳

全体 n=3,700 36.8歳

継続層 n=733 43.6歳

中断・再開層 n=1,441 37.0歳

中止層 n=1,526 33.3歳

n=3,700 あなたの
価値観

母親の
価値観

（参考）
父親の価値観

安定した職場で長く働く方がよい 59.2 48.9 45.7

結婚した方がよい 38.2 45.0 37.5

出産・育児はした方がよい 33.9 38.3 29.6

結婚しても仕事は続けるべきだ 25.1 12.4 7.7

出産しても仕事は続けるべきだ 18.6 8.9 5.0

男性も家事をすべき 46.6 13.3 6.6

男性も子育てをすべき 45.1 13.1 7.6

夫 あなた
の親

友人・
ママ友

職場の
上司や
同僚

夫の親 兄弟姉
妹

有料の
サポート
サービス

全体 n=704 58.0 54.1 34.5 29.0 24.7 24.1 11.4

継続層 n=140 69.3 66.4 41.4 35.0 33.6 29.3 16.4

中断・
再開層 n=564 55.1 51.1 32.8 27.5 22.5 22.9 10.1

※子どもあり有職者ベース、「非常にあてはまる」「まあ力になってくれる」計

【本調査における言葉の定義】
・「働く」：何らかの形で収入がある状態を指し、パートやアルバイトも含む。
・「働き続ける」：初就職後、6カ月以上の中断がなく働いている状態を指す。
・「辞める（離職）」：6 カ月以上の間、収入と雇用主による社会保障がない状態と定義。産休・育休・介護休業・療養休暇など、会社の制度で認め
られた 6ヶ月以上の休暇は「辞める（離職）」ではないとした。

理想的な男女共同参画社会を実現するための最新データ集
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婦が女性管理職になるための意識調査／女性就業に関するアンケート／平成生
まれの退職理由

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

少子高齢社会
総合統計年報 2015

産業構造の変化で税と国民負担率が増えても税収
が増えない日本。子どもたちの未来と地域社会の
姿を読み解くためのデータ集。
ISBN978-4-86563-001-5
発行：2014 年 12 月
本体価格：14,800 円＋税

食生活データ
総合統計年報 2015

国際化する日本食と欧米化する日本人の食生活 !
日本の食文化を考えるための広範な最新統計資料
集。
ISBN978-4-86563-003-9
発行：2015 年 2 月
本体価格：14,800 円＋税

地球温暖化
統計データ集 2015

経済成長が課題の日本 !  エネルギー問題と温暖
化対策をどうするか。世界が注目する日本の姿を
考えるためのデータを幅広く集録。
ISBN978-4-86563-006-0
発行：2015 年 4 月
本体価格：14,800 円＋税

▼内容見本（ホームページにて見本掲載中：http://www.santho.net/）
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17 大企業の女性の登用と活用
（公社）経済同友会
「ダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果」（メール・FAX調査）
2014年10月～11月調査、経済同友会会員　所属企業の代表者871社対象（有効回答数：235社）

3-17-1 女性の登用・活用について、経営指針
や経営計画等において明示しているか図表 3-17-2 女性の登用・活用について、経営指針や経営計

画等において明示している企業（業種分類別）図表
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3-17-3 女性の登用・活用を推進する組織また
は会議体が企業内に設置されているか図表 3-17-4 女性の登用・活用を推進する組織または会議体

が企業内に設置されている企業（業種分類別）図表
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3-17-5 日本国内の従業員（非正規含む）
男女比率図表 3-17-6 日本国内の従業員男女比率（業

種分類別）図表
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18 大企業で管理職になりたい女性の意識
クレイア・コンサルティング（株）「大企業で管理職になりたい女性の意識」
2014年6月調査、インターネット調査、従業員300名以上の大企業に勤めている正社員1,600名対象

3-18-1 管理職への意向（非管理職の女性のみ）図表 3-18-2 仕事で成果を出すためには生活
面での犠牲もやむを得ない図表
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3-18-3 出産・育児など働きやすさの施策の導入状況と管理職意向図表

3-18-4 長時間残業の抑制施策の導入状況と管理職意向図表

〈将来管理職になりたい〉

〈将来管理職になりたい〉

（非管理職の女性のみ）

（非管理職の女性のみ）

〈会社は出産や育児などに配慮している〉

〈会社は長時間残業の抑制に取り組んでいる〉第１章
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10 学生の進学と就職・教員数
文部科学省「平成26年度学校基本調査」

1-10-1 高等学校の卒業者数・進学率・卒業者に占める就職者の割合の推移（平成元年～26年）図表
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卒業者数（男）

専修学校（専門課程）進学率

卒業者に占める就職者の割合

（大学等進学率） 平成26　53.8％

（卒業者に占める就職者
の割合） 平成26　17.5％

（専修学校専門課程進学率）
 平成26　17.0％

大学等進学率

1-10-2 高等学校卒業者の産業別就職者数の比率（平成26年）図表

1-10-3 高等学校卒業者の職業別就職者数の比率（平成26年）図表
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（100.0％）

41.6％

13.9％
7.1％

8.6％

6.3％
4.2％
4.3％

3.2％
2.1％

8.6％

その他
8,066人運輸業、郵便業

2,085人
公務（他に分類さ
れるものを除く）

1,987人
サービス業（他に
分類されないもの）
　2,480人

生活関連サービス
業、娯楽業
6,598人

宿泊業、飲食
サービス業

8,320人
卸売業、小売業

12,917人

医療、福祉
12,241人

製造業
17,949人

女子
72,643人
（100.0％）

24.7％

16.9％

17.8％

11.5％

9.1％

3.4％
2.7％
2.9％

11.1％

その他
11,511人輸送・機械運

転従事者
4,995人

販売従事者
5,688人

保安職業従事者
8,470人

専門的・技術的
職業従事者

7,705人
建設・採掘従事者

11,625人
サービス職業従事者

11,288人

生産工程従事者
49,659人

男子
110,941人
（100.0％）

44.8％

10.2％
10.5％

6.9％

7.6％

5.1％
4.5％

10.4％

その他
4,503人

専門的・技術的
職業従事者

2,700人

販売従事者
11,538人

事務従事者
13,633人 生産工程従事者

14,689人

サービス職業従事者
25,580人

女子
72,643人
（100.0％）

35.2％

20.2％

18.8％

15.9％

3.7％
6.2％
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9 高校生の男女平等意識と家庭科教育
（一社）大学女性協会「ジェンダー平等の視点から家庭科教育を考える」（2014年）より
2012年6月～9月調査、全国の高校1年生～3年生：有効回答者数7,649名 全国の大学1年生～2年生：有効回答者数2,426名 全国高
等学校家庭科教員：有効回答者数52名対象

3-9-1 高校生：「男性は仕事、女性は家事・育児」
と言う考えは良いと思うか（女性・男性）図表 3-9-2 高校生：女性は出産したら仕事をやめて子

育てに専念するべきだと思うか（女性・男性）図表
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3-9-3
高校生：自分は［女・男］だから［女
らしく・男らしく］しなければな
らないと思うか（女性・男性）

図表 3-9-4 高校生：家族の栄養バランスを考える
のは女性の役目だと思うか（女性・男性）図表
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3-9-5 高校生：社会の中で女性は男性と平等
に扱われていると思うか（女性・男性）図表 3-9-6 高校生：働く男性と女性の給料や地位

などに差があると思うか（女性・男性）図表
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第2章 国・自治体が実施した意識調査

男女共同参画社会の形成の状況／社会意識／国民生活／ワーク･ライフ･バラン
スに関する意識／女性の就業継続と家事･育児／男性の育児休業と家事･育児参
加／育児休業制度に関する実態把握／雇用均等基本調査─企業調査･事業所調査
／若年者の雇用状況／起業意識／農村女性の起業活動／男女間における暴力／
ひとり親家庭の支援／高等教育機関における男女共同参画に関する取組状況／
男女の地位の平等感／家庭における役割分担／平日の生活時間／職場における
男女の平等感／女性の生き方／ストレスと老後の生活／防災活動に関する男女
共同参画

女性の暮らしと生活意識
データ集 2014

アベノミクス後の女性の生活と消費はどうなるの
か。女性の意識変化を考えるための豊富なデータ
を収録。
ISBN978-4-904022-97-9
発行：2014 年 6 月
本体価格：14,800 円＋税

主なデータ提供企業・団体
内閣府 / 総務省 / 厚生労働省 / 文部科学省 / 農林水産省 / 滋
賀県 / いわき市 / 東大阪市 / 山形市 /（財）21世紀職業財団
/（一社）大学女性協会 /（財）連合総研 /（一社）日本経団連
/（公社）経済同友会 /（独法）労働政策研究 ･ 研修機構 / 内
閣府・男女共同参画局 / 他企業・団体等


